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〔大学院文学研究科修士論文〕

現代日本語における程度副詞の研究

宦　　 文　 偉
程度副詞は初級段階から導入されている品詞のひとつである。しかし、文の中で
必須補語になることの少ない程度副詞は、重点的に説明されることが少ない。上級
の日本語学習者でも、十分に使いこなせないことが多い。したがって、現代日本語
における程度副詞の体系の整理及び意味的な特徴に関する考察が必要であると思わ
れる。
本論文は 3章構成であり、現代日本語における各種類の程度副詞の用法・機能を
重点的に考察した。各章の概要は以下のようになっている。
第 1章では、これまでの現代日本語における程度副詞に関する研究を考察の項目
ごとに整理した上で、程度副詞の体系及びその特徴を考察した。そして、今までの
分類研究を踏まえて、程度副詞を五つの種類に分類した。
第 2章では、各種類の程度副詞と共起する述語について考察し、どのような述語
と共起しうるのか、共起してどのような働きをするのか、という二つの問題を中心
に考えた。
第 3章では、程度副詞の分類に基づいて、各種類の程度副詞の意味的な特徴を考
察した。それから、こうした意味的な特徴を基に、統語的な特徴及び構文・叙法に
おける適格性についても考えた。
述語との共起関係に関しては、純粋程度系の副詞は基本的に形容詞だけに係り、
その状態・属性の甚だしさを表す。量程度系の副詞（大・小）は純粋程度系の副詞
と同じく、形容詞及び形容詞相当の動詞・名詞に係り、その状態・属性の甚だしさ
を表す。動作性の動詞に係る場合、主体・客体の個体数或いは動きの量を限定する。
そして、量系の副詞は基本的に動詞に係り、主体或いは対象の個体数・存在量を表
す。最後に、比較系の副詞は形容詞、動詞、名詞のいずれとも共起でき、比較によ
る程度差・量差を表す。
意味的な特徴に関しては、程度副詞には抽象的な程度性と実体的な概念性の二つ
の側面がある。純粋程度系の副詞は、基本的に抽象的な程度性の側面しか持たない。
量程度系・大の副詞及び比較系の副詞には、二つの側面を兼ね備えるものと一側面
しか持たないものがある。量程度系・小の副詞は基本的に抽象的な程度性、実体的
な概念性の両側面を兼ね備えている。量系の副詞は名詞性が極めて高く、実体的な
概念性しか持たない。この実体的な概念性の有無は、程度副詞の統語的な特徴にも
影響していることが明らかになった。
最後に、課題としては、副詞の評価性に関する問題である。これに関しては、純
粋程度系・量系・比較系の副詞には評価性がなく、量程度系・大、量程度系・小の
副詞には評価性があると考えられる。そして、構文・叙法における適格性は評価性
の有無に関わっている。ただし、このことはまだ仮説段階であり、今後の課題とし
たい。
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